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当社の会計処理の適切性に係る調査に関する一部報道について 

 

当社の会計処理の適切性に係る調査に関し、本日 7月 4日付の日本経済新聞、朝日新聞

の朝刊及び一部報道において、当社の不適切会計に伴う利益の減額修正が 1000億円超、ま

たは 1500億円超となることがわかった旨の報道がありましたが、当社から発表したもので

はなく、現段階において当社として開示すべき事項はありません。 

従前からお知らせさせていただいておりますとおり、当社は、会計処理の適切性に関し

て、現在、①工事進行基準に係る会計処理、②映像事業における経費計上に係る会計処理、

③ディスクリート、システム LSI を主とする半導体事業における在庫の評価に係る会計処

理、④パソコン事業における部品取引等に係る会計処理の４つの会計処理の適切性につい

て、第三者委員会に調査を委嘱しておりますが、6月 25日付「第 176期定時株主総会にお

けるご報告事項の内容等についてのお知らせ」でお知らせしましたとおり、①については、

特別調査委員会から調査の経過を第三者委員会へ報告した時点において、2009 年度から

2013年度までの累計の営業損益ベースで約マイナス 512億円の要修正額が判明しています

が、②から④に係る会計処理の損益に与える影響額については、取引の全容の解明が非常

に困難であること、適切な会計基準の適用方法の妥当性を当社で判断するのは非常に難し

いこと等の理由から、現状当社では把握できておりません。 

第三者委員会による調査報告の提出は、本年７月中旬を目途とする旨、第三者委員会か

らご連絡をいただいており、当社として現時点で、その内容を把握しておりません。当社

は調査報告書を受領しだい、迅速に内容を開示し説明させていただく所存です。 

以上ご理解いただき、本件に係る損益への影響額など詳細については、第三者委員会の

調査報告書の開示までお待ちいただくようお願い申し上げます。 

なお、当社は、第三者委員会の調査報告書の結果をふまえて必要な修正を行い、当社の



 

会計監査人である新日本有限責任監査法人による監査を経て 8月 31日までに 2014 年度の

決算発表を行うとともに有価証券報告書を提出する予定です。 

株主、投資家の皆様をはじめとする関係者の皆様には、多大なご心配をお掛けしますこ

とを心からお詫び申し上げます。 

以上 


